
泉佐野市空家住宅利活用耐震改修設計・改修工事補助制度 

 

 

〇補助対象となる木造住宅の空家等（次の全てに該当するもの） 

①平成１２年５月３１日以前に建築された木造住宅（一戸建住宅、長屋住宅、共同住宅）また、

店舗棟を兼ねる住宅については、床面積の１／２以上を住宅の用途に使用しているもの 

 ただし、賃貸住宅は補助対象とはなりません 

②耐震診断結果の評点が 1.0 未満であるもの 

③地域の活性化に資する施設を１０年以上運営するものを含む 

 

〇次のいずれにも該当するもので補助対象となる改修設計・改修工事 

 ①耐診断の結果の評点が 1.0 未満の木造住宅において、耐震改修工事後の評点が 1.0 以上まで高

める計画 

 ②耐震改修技術者が作成した耐震改修計画に基づいて行う工事で、耐震改修技術者により工事監

理を行うもの 

 ③耐震改修技術者とは建築士であって、次のいずれかに該当する者 

  ア）公益社団法人大阪府建築士会が主催する「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会」を受講

し、受講修了者名簿に登録されている者 

  イ）平成２４年度以降に一般社団法人日本建築防災協会が主催する「木造住宅の耐震診断及び

補強方法」に関する講習会の受講を終了し、終了証の交付を受けた者 

  ウ）ア及びイに掲げる者と同等以上の技術を有する者であると市長が認めた者 

 

〇補助対象者 

補助対象となる建築物を所有する個人で、所有者の直近の課税所得合計金額が 5,070,000 円未満

で、市税に未納がない方 

 

〇補助金額 

①耐震設計の補助金  

耐震改修計画の作成に要する費用の 0.7 を乗じた額で上限１０万円（千円未満は切捨て） 

 ②耐震改修工事の補助額（千円未満切捨て） 

  ア）補助対象者の課税所得合計が 5,070,000 円未満の場合         上限１２０万円 

  イ）補助対象者の属する世帯全員の月額所得合計が 214,000 円以下の場合  上限１４０万円 

 

  



耐震改修設計・改修工事補助フロー 

 

 

①耐震改修補助金申請（申請者）   

       空家住宅利活用耐震改修補助金交付申請書（様式第 1号）に必要書類を添えて申請

してください 

②補助金交付決定（市） 

       申請者（建物所有者）が補助要件を満たしているか審査します。その後、補助金の

交付が決定すれば、市から通知します。 

③設計着手（申請者） 

着手届（様式第４号）を提出後、設計に着手してください。 

（②の交付決定通知書を受け取った日から概ね３０日以内） 

④耐震改修計画の審査（申請者） 

       耐震改修計画書に協議書（様式第９号）及び必要書類を添えて市に提出してくださ

い。市から公益社団法人大阪府建築士会に依頼し、建築士会において審査します。 

⑤耐震改修工事着手（申請者） 

       耐震改修計画書の審査に合格後、着手してください。 

        

⑥中間検査（申請者） 

       指定された検査の時期に、中間検査申請書（様式第 10号）に関係書類を添えて提出

してください。市から公益社団法人大阪府建築士会に依頼して検査査します。 

⑦工事完了報告（申請者） 

       完了報告書（様式第 13号）に必要書類を添えて提出してください。 

       （完了後 30日以内又は３月 15日のいずれか早い日まで） 

⑧補助金額確定（市） 

       工事の内容が適正であれば、市の補助金額を確定します。 

 

⑨補助金請求（申請者） 

       補助金交付請求書（様式第 15号）を提出してください。 

 

⑩補助金支払い（市） 

       市から補助金を口座振替依頼書で指定された金融機関口座に振込ます。 

 

 

（申請者 



必要書類チェックシート 

 

①耐震補助金申請 

 

 □木造住宅耐震改修補助金交付申請書（様式第１号） 

 □申請建物の確認済証の写し 

 □耐震改修工事前の耐震診断報告書 

 □耐震改修技術者であることを証する書類 

 □耐震改修工事見積書（耐震改修工事とその他の部分を分けたもの） 

 □耐震改修工事工程表（耐震改修計画作成含む） 

 □補助対象建築物・土地の全部事項証明書又はその写し 

（＊大阪法務局岸和田支局 発行３ヶ月以内） 

 □補助対象建築物所有者の直近の所得証明書（＊市税務課）発行３ヶ月以内 

□補助対象建築物所有者等の市税に未納のない証明書 （＊市税務課 発行３ヶ月以内） 

□補助対象建築物が、1年以上使用実績がないことがわかるもの 

□地域の活性化に資する施設の事業計画書（様式第 1-2 号）及び、10年間継続的に活用する誓約

書（様式第 1-3 号） 

 □補助対象建築物の所有者と占有者（居住者）が異なる場合は、占有者（居住者）からの耐震改

修に係る同意書（区分所有者は除く） 

 □補助対象建築物の所有者が複数あるときは、補助申請者以外の当該建築物の所有者の耐震改修

に係る同意書（区分所有者は除く） 

 □申請者以外が申請事務等を行う場合は、委任状 

 □その他必要な書類 

 

 補助金額１４０万円の場合（上記書類以外） 

□補助対象建築物所有者の属する世帯全員の住民票（＊市市民課） 

□補助対象建築物所有者の直近の所得証明書（＊市税務課） 
 

③工事着手 

  

 □木造住宅耐震改修工事着手届（様式第４号） 

 □工事請負契約書の写し 

 

④耐震改修計画の審査 

 

 □木造住宅耐震改修協議書（様式第９号） 

 □建物現況図（付近見取り図、配置図、平面図）２部 

 □補助対象建築物の耐震改修がわかる図面 ２部 

 □耐震改修計画に基づく耐震診断報告書 ２部 

 □耐震改修工事明細書（耐震改修工事とその他の部分を分けたもの） ２部 

 □使用部材のカタログ等 ２部 

 □その他 



⑤中間検査 

 

 □木造住宅耐震改修工事監理報告書（様式第１１号） 

 □使用金物及び木材の出荷伝票 

 □連続繊維補強材の出荷伝票 

 □耐震改修工事写真 

 □その他 

 

⑥工事完了報告 

 

 □木造住宅耐震改修工事完了報告書（様式第１３号 

□木造住宅耐震改修工事監理報告書（様式第１１号） 

 □中間検査合格証の写し 

 □耐震改修工事写真 

 □耐震改修工事費用に係る請求書の写し（耐震改修工事とその他の部分を分けたもの） 

 □耐震改修工事費用に係る支払いの領収書の写し 

□使用金物及び木材の出荷伝票 

 □連続繊維補強材の出荷伝票 

 □その他 

 

 


